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長野市介護保険フレッシュ情報 
 

 号 外 

介 護 保 険 課 

長野市ホームページでもご覧いただけます。 
長野市トップページ＞ＭＥＮＵ＞健康・医療・福祉＞ 

高齢者福祉・介護＞介護保険＞長野市介護保険フレッシュ情報 

 

 

今後も必要に応じ、「長野市介護保険フレッシュ情報」を作成し、居宅介護
支援事業者・居宅サービス事業者・介護保険施設の皆さんに必要情報をお知
らせしていく予定です。 

業務を行うに当たり、ご不明な点などがありましたら、介護保険課まで電
話またはＦＡＸ、Ｅメールでお気軽にお問い合わせください。 
 

《  問い合せ先  》長野市保健福祉部 介護保険課 給付担当 
電    話： 026-224-7871（直通）/ Ｆ  Ａ  Ｘ： 026-224-8694 
Ｅメール： kaigo@city.nagano.lg.jp 

mailto:kaigo@city.nagano.lg.jp


 事 務 連 絡  

令和６年１月１日  

 

各 都道府県介護保険主管部（局） 御中 

各 市区町村介護保険主管部（局） 御中 

   

 厚生労働省老健局介護保険計画課 

 

 

令和６年能登半島地震にかかる災害により被災した 

要介護高齢者等への対応について 

 

 

標記について、令和６年能登半島地震により、新潟県、富山県、石川県及び福井県の一

部地域に対して災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）が適用されました。このため、別

添の事務連絡の内容について改めて御了知いただくとともに、同内容について、関係保険

者への周知・指導等よろしく取り計られるよう、特段の御配慮をお願いいたします。 

別紙１



（改正後全文） 
 

 事 務 連 絡 

平成２５年５月７日 

   

各都道府県介護保険主管部（局）  御中 

   

 厚生労働省老健局介護保険計画課 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

災害により被災した要介護高齢者等への対応について 

 

 標記について、災害により被災した世帯の要介護高齢者等については、保険者におい

て適切に御対応いただいているところですが、下記内容について改めて御了知いただく

とともに、災害の発生により貴管内の市町村が災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）

の適用を受けた場合等にあっては、同内容について関係保険者への周知・指導等よろし

く取り計られるよう、特段の御配慮をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 保険者である市町村においては、地域包括支援センター、在宅介護支援センター、

介護支援専門員、介護サービス事業者、民生委員・児童委員、ボランティア等に協力

を依頼する等の方法により、その状況や実態の把握に努めていただくとともに、避難

対策及び介護サービスの円滑な提供について、柔軟な対応をお願いいたします。 

 

２ 居宅サービスは居宅において介護を受けるものとしておりますが、自宅以外の場所

（避難所や避難先の家庭、旅館等）で生活している場合でも必要なサービスを受けら

れるよう、保険者である市町村においては、介護サービス事業者や居宅介護支援事業

者等に協力を依頼するなど柔軟な対応をお願いいたします。 

 

３ 介護保険施設、短期入所生活介護、短期入所療養介護、小規模多機能型居宅介護、

認知症対応型共同生活介護、複合型サービス、通所介護及び通所リハビリテーション

等については、災害等による定員超過利用が認められているところです。その際の介

護報酬については、利用定員を超過した場合でも、特例的に所定単位数の減算は行わ

ないこととしており、この場合において、通所介護費等の算定方法にかかわらず所定

の介護サービス費の対象とします。また、特定施設入居者生活介護についても同様と

致します。なお、被災のため職員の確保が困難な場合においても、同様に所定単位数

の減算は行わないこととします。 



 

 

４ 被災のため居宅サービス、施設サービス等に必要な利用者負担をすることが困難な

者については、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第５０

条または第６０条に基づき、市町村の判断により利用者負担を減免できます。 

また、被災のため第１号保険料の納付が困難な者については、法第１４２条及び市

町村の条例に基づき、保険料の減免又はその徴収を猶予することができます。 

なお、市町村によるこれらの利用者負担額、保険料減免額（特別調整交付金の算定

基準に該当するもの）が一定以上となった場合、当該市町村に対しては特別調整交付

金を交付することとなります。 



                               事 務 連 絡  

令和６年１月１日 

各 都道府県介護保険主管部（局） 御中  

各 市区町村介護保険主管部（局） 御中 

 

                     厚生労働省老健局介 護 保 険 計 画 課 

               高 齢 者 支 援 課  

認知症施策・地域介護推進課 

老 人 保 健 課 

                                                        

令和６年能登半島地震にかかる災害により被災した者に係る 
被保険者証の提示等について 

 

標記について、令和６年能登半島地震により、新潟県、富山県、石川県及び福井県の一部

地域において災害救助法（昭和22年法律第118号）が適用されました。当該地域の被保険者

については、被保険者証及び負担割合証（以下「被保険者証等」という。）を消失あるいは

家屋に残したまま避難していることにより、指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事

業者及び介護保険施設等に提示できない場合等も考えられることから、この場合においては、

氏名・住所・生年月日・負担割合を申し立てることにより、被保険者証等を提示したときと

同様のサービスを受けられる取扱いとします。 

すなわち、被保険者証等の提示がなくとも、市町村が保険給付費相当額を指定居宅サービ

ス事業者等へ直接支払うこと（代理受領方式による現物給付化）ができることとなります。  

また、要介護認定（要支援認定を含む。以下同じ。）については、下記の取扱いとします。  

・ 新規の要介護認定申請前にサービスを受けた被保険者に対しても、市町村の判断によ

り特例居宅介護サービス費等を支給することができます。  

・ 要介護認定及び要介護認定の更新等の申請を行う者が、上記の事情により、被保険者

証の提示ができない場合においても、当該申請を受理することができる取扱いとしま

す。 

・ 既に要介護認定申請を行っている方に対して、認定審査会を開催できない等の事情に

より通常の要介護認定を行えない場合も、暫定ケアプランを用いたサービス提供を行

うことができる取扱いとします。 

・ 要介護認定の更新申請をすることができる方が要介護認定の有効期間の満了前に申請

をすることができない場合についても、要介護認定の更新申請があったものと見なし

引き続きサービス提供を行うことができる取扱いとします。  

ついては、上記趣旨について御了知いただくとともに、管内市町村及び関係者等への周知

徹底をお願いいたします。 

※ 被災により被保険者証等を紛失・消失した被保険者に対しては、上記の取扱いに

ついて周知するとともに、速やかに再交付申請を行うよう勧奨されますようお願い

いたします。 

別紙２
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事 務 連 絡 

令 和 ６ 年 １ 月 ２ 日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（ 局）  御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局 高 齢 者 支 援 課 

認知症施策・ 地域介護推進課 

老 人 保 健 課 

 

令和６ 年能登半島地震による災害に係る 

介護報酬等の取扱いについて 

 

今般の令和６ 年能登半島地震による災害について、 被災地域が広範に及ぶと

と も に、緊急的な対応が必要であるこ と から 、介護報酬等の取扱いについて、下

記のと おり 整理するこ と と いたし まし た。  

つき まし ては、 管内市町村及びサービ ス事業所等への周知を 徹底し て頂き ま

すよう 、 よろ し く お願いいたし ます。  

なお、 事業所等が被災し たこ と により 、 一時的に指定等に係る基準（ 以下「 指

定等基準」 と いう 。）、介護報酬の基本サービス費や加算の算定要件を満たすこ と

ができ なく なる場合等があり ますが、以下に示すも のは例示であり 、その他の柔

軟な取扱いを妨げるも のではないこ と を申し 添えます。  

 

記 

 

１ ． 各サービス共通事項 

( 1)  新たに介護が必要になっ た場合の要介護認定の取扱い 

被災等により 他の市町村に避難し た者について、 新たに介護が必要と な

っ た場合は、 避難先の市町村において要介護認定の事務を代行し 、 事後的

に避難元の市町村に報告する等の柔軟な取扱いと し ても 差し 支えない。  

その際、 認定の重複を避けるため、 可能な範囲であら かじ め避難前の市

町村と 連絡をと る等、 適切な対応を図ら れたい。  

 

( 2)  避難所や避難先の家庭等において居宅サービスを提供し た場合 

避難所や避難先の家庭等で生活し ている 要介護者及び要支援者に対し

別紙３
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て居宅サービスを提供し た場合においても 、 介護報酬の算定は可能である。 

サービスの提供に当たっ ては、 市町村、 地域包括支援センタ ー、 指定居

宅介護支援事業所等と の連携を図り 、 でき る限り ケアプラ ンに沿っ て、 必

要な介護サービスを確保するよう 努めるこ と 。  

 

( 3)  被災等のために介護保険施設等の入所者が、 一時的に別の介護保険施設

や医療機関等に避難し ている場合 

別の介護保険施設や医療機関等に一時的に避難し ている場合、 原則と し

て、 避難先の施設等へ入所・ 入院等を行い、 避難先の施設等が施設介護サ

ービス費や診療報酬を請求するこ と 。  

ただし 、 一時的避難の緊急性が高く 手続が間に合わない等やむを得ない

場合に、 こ れまで提供さ れていたサービスを継続し て提供でき ていると 保

険者が判断し たと き は、 避難前の介護保険施設等が施設介護サービス費等

を請求し 、 避難先の介護保険施設や医療機関等に対し て、 必要な費用を支

払う 等の取扱いと し ても 差し 支えない。  

 

( 4)  やむを得ない理由により 、 避難者を居室以外の場所で処遇し た場合 

被災等による避難者が介護保険施設等に入所し た場合において、 やむを

得ない理由により 、 当該避難者を静養室や地域交流スペース等居室以外の

場所で処遇を行っ たと き は、 従来型多床室の介護報酬を請求するこ と と し

て差し 支えない。 なお、 本来処遇さ れるべき 場所以外の場所におけるサー

ビス提供が長期的に行われるこ と は適切ではないため、 適切なサービスを

提供可能な受け入れ先等の確保に努めるこ と 。  

 

( 5)  認知症専門ケア加算の算定要件について 

今般の災害等やむを得ない事情により 、 新規利用者の受け入れ等を行っ

た事業所については、 認知症専門ケア加算の要件の算出の際、 当該利用者

数等を除外し て差し 支えない。  

 

( 6)  サービス提供体制強化加算の算定要件について 

今般の被災等により 、 介護職員等の増員や新規利用者の受け入れ等を行

っ た事業所については、 サービス提供体制強化加算の有資格者等の割合の

計算の際、 当該職員及び利用者数等を除外し て算出し ても よい。 また、 サ

ービ ス提供体制強化加算の算定要件と し て定期的な会議の開催を 求めて

いるサービスについては、 今般の被災等により 、 やむを得ず当該要件を満

たすこ と ができ なく なっ た場合についても 、 当該加算の算定は可能である。 
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( 7)  サービス事業所等が被災し たこ と により 、 一時的に指定等基準や介護報

酬の算定要件に係る人員基準を満たすこ と ができ なく なる場合 

指定等基準や基本サービス費に係る施設基準、 基準以上の人員配置を し

た場合に算定可能と なる加算（ 看護体制加算など）、 有資格者等を配置し た

上で規定の行為を 実施し た場合に算定可能と なる加算（ 個別機能訓練加算

など） については、利用者の処遇に配慮し た上で柔軟な対応が可能である。  

 

( 8)  被災し たこ と により 賃金改善実施期間内の処遇改善が困難な場合におけ

る処遇改善加算等（ 介護予防・ 日常生活支援総合事業において介護職員処遇改

善加算及び介護職員等特定処遇改善加算相当の事業を実施し ている場合を含

む。） の取扱いについて 

① 賃金改善計画における賃金改善実施期間内の賃金改善が困難な場合 

賃金改善計画における 賃金改善実施期間を 令和６ 年１ 月以降までに設

定し ている処遇改善加算等の申請事業者においては、 被災し たこ と によ

り 、 当該計画期間中の賃金改善の実施が困難と なる 事例も 想定さ れると

こ ろ である。  

こ う し た事業者については、被災し たこ と に伴い、賃金改善計画内の処

遇改善加算等の従業者への支給が困難と なり 、 かつ期間を 超えて処遇改

善加算等の従業者への支給がなさ れるこ と が見込まれる場合、 都道府県

等の判断において、 当該年度の賃金改善実施期間を 超えて従業者に対し

て支給さ れた処遇改善加算等の額を 賃金改善額と し て認めて差し 支えな

いも のと する。  

② 実績報告書の取扱い 

①の場合の事業者の実績報告書の取扱いについては、 各事業年度にお

ける最終の加算の支払いがあっ た月の翌々月の末日までに、 都道府県知

事等に対し て実績報告書を 提出する こ と と なっ ているが、 今般の被災状

況を踏まえ、都道府県等の判断において、提出期限を適宜延長するこ と が

でき るも のと する。  

 

２ ． サービス種別 

( 1)  訪問介護 

 ① 特定事業所加算 

㋐ 特定事業所加算の算定要件である 定期的な会議の開催やサービス提

供前の文書による指示・ サービス提供後の報告について、今般の被災等

により 、やむを得ず当該要件を満たすこ と ができ なく なっ た場合につい
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ても 、 当該加算の算定は可能である。  

㋑ 今般の被災等により 、介護職員等の増員や新規利用者の受け入れ、サ

ービス提供回数の増等を行っ た事業所については、特定事業所加算の有

資格者等の割合や重度要介護者等の割合の計算及び配置すべき サービ

ス提供責任者の員数の計算の際、当該職員及び利用者数等を除外し て算

出し ても よい。  

② その他 

  今般の被災等により 、 訪問介護等に従事する介護職員が不足し た場合、

例えば、一時的に通所介護事業所の職員（ 介護職員初任者研修修了者） を

代わり に従事さ せると き は、 通常、 介護保険法第 75 条等に規定する届出

を行う 必要があるが、緊急性の高さ に鑑み、届出時期の猶予等の柔軟な運

用を図り 、 被災者等のサービスの確保に努めら れたい。  

なお、 平成 11 年 4 月 20 日の全国課長会議において、「 運営規程の内容

のう ち『 従業者の職種、 員数及び職務の内容』 については、 その変更の届

出は１ 年のう ちの一定の時期に行う こ と で足り る」 旨の周知を 行っ てお

り 、 適宜参照さ れたい。  

 

 ( 2)  通所介護・ 認知症対応型通所介護・ 地域密着型通所介護・ 療養通所介護 

今般の被災等により 、 通所介護事業所等の浴槽等の入浴設備が使用でき

なく なり 、 入浴サービスが提供でき なく なっ た場合であっ ても 、 事業所が

利用者のニーズを確認し 、 清拭・ 部分浴など入浴介助に準ずるサービスを

提供し ていると 認めら れると き は、 入浴介助加算又は入浴介助体制加算の

算定が可能である。  

 

( 3)   介護予防通所リ ハビリ テーショ ン 

今般の被災等により 、 介護予防通所リ ハビリ テーショ ンが休業し 、 利用

者に対し て、 介護予防サービス・ 支援計画に基づく 適切な利用回数等のサ

ービスが提供でき なかっ た場合には、 当該利用者については、 日割り 計算

を行う こ と と する。  

一方、 休業の影響を受けず、 適切な利用回数等のサービスを提供さ れた

利用者については、 日割り 計算は行わない。  

日割り 計算の方法は、 月の総日数から 、 災害の影響により 休業し た期間

（ 定期休業日を含む。） を差し 引いた日数分について請求するこ と と する。 

なお、 介護予防通所リ ハビリ テーショ ンが燃料の調達が困難であっ たた

めに、 送迎に支障が生じ たこ と により 、 適切な利用回数等のサービスが提

供でき なかっ た場合も 、 同様の取扱いと する。  
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( 4)   訪問リ ハビリ テーショ ン・ 通所リ ハビリ テーショ ン 

・ 移行支援加算の算定要件について 

今般の災害等やむを得ない事情により 、 新規利用者の受け入れ等を行っ

た事業所については、 移行支援加算の要件の算出の際、 当該利用者数等を

除外し て差し 支えない。  

 

( 5)  通所介護・ 通所リ ハビリ テーショ ン 

・ 中重度者ケア体制加算の算定要件について 

今般の災害等やむを得ない事情により 、 新規利用者の受け入れ等を行っ

た事業所については、 中重度者ケア体制加算の要件の算出の際、 当該利用

者数等を除外し て差し 支えない。 なお、 通所介護の認知症加算についても

同様である。  

 

( 6)  介護予防通所リ ハビリ テーショ ン・ 介護予防訪問リ ハビリ テーショ ン・

通所型サービス（ 総合事業）  

・ 事業所評価加算の算定要件について 

今般の災害等やむを得ない事情により 、 新規利用者の受け入れ等を行っ

た事業所については、 事業所評価加算の基準の要件の算出の際、 当該利用

者数等を除外し て差し 支えない。  

 

( 7)  短期入所生活介護 

    短期入所生活介護における長期利用者に対する減算（ 自費利用などを挟

み実質連続 30 日を超える利用者について基本報酬を減算するも の） につ

いて、 今般の被災により 、 在宅に戻れずやむを得ず短期入所生活介護を継

続し ている場合には、 適用し ない取扱いが可能である。  

 

 ( 8)  （ 介護予防） 福祉用具貸与 

   被災前に使用し ていた福祉用具が滅失又は破損し た場合は、再度、貸与

を受けるこ と が可能である。  

 

( 9)  特定（ 介護予防） 福祉用具販売 

    被災前に購入し ていた特定（ 介護予防） 福祉用具が滅失又は破損し 、 再

度同一の福祉用具を購入する場合には、介護保険法施行規則第 70 条第 2 項

に定める「 特別の事情がある」 も のと し て、 当該購入に係る費用に対し 保

険給付するこ と は可能である。  
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 ( 10)  居宅介護支援 

  ① 介護支援専門員が担当する件数が 40 件以上と なっ た場合 

    被災地や被災地から 避難者を 受け入れた場合について、 介護支援専門

員が、 やむを得ず一時的に 40 件以上の利用者を担当するこ と になっ た場

合においては、 40 件以上の部分について、 居宅介護支援費の減額を行わ

ないこ と が可能である。ただし 、居宅介護支援費（ Ⅱ）を算定する場合は、

「 40 件」 を「 45 件」 と 読み替える。  

  ② 利用者の居宅を訪問でき ない場合 

    被災による交通手段の寸断等により 、 利用者の居宅を訪問でき ない等、

やむを 得ず一時的に基準によ る運用が困難な場合は、 居宅介護支援費の

減額を行わないこ と が可能である。  

  ③ 特定事業所集中減算 

    被災地において、ケアプラ ン上のサービスを位置付ける上で、訪問介護

事業所の閉鎖などによ り 、 やむを 得ず一時的に特定の事業所にサービス

が集中せざるを得ない場合、 減算を適用し ない取扱いが可能である。  

 

 ( 11)   介護保険施設（ ※）  

  ① 避難前と 避難後で別のケアを行っ ている場合 

    避難前の施設等においてユニッ ト ケアを 受けていた利用者が、 避難先

において従来型個室などの異なる環境でサービスを 受けている 場合、 避

難前の施設等において提供し ていたサービス（ ユニッ ト ケア） を継続し て

提供し ている と 判断でき ると き は、 従前の算定区分により 請求し て差し

支えない。  

    ただし 、 本来処遇さ れる べき 場所以外の場所における サービス提供が

長期的に行われる こ と は適当ではないため、 適切なサービ スを 提供でき

る受け入れ先等の確保に努めるこ と 。  

  ② ユニッ ト 型個室を多床室と し て使用し た場合 

    避難者を 受け入れて入所さ せた施設において、 こ れまでユニッ ト 型個

室と し て使用し ていた部屋を 多床室と し て利用し た場合、 こ れまで提供

し てき たユニッ ト ケアが継続し て提供し ていると 判断でき ると き は、 こ

れまでの利用者の了解を 得た上で、 こ れまでの利用者及び被災者の双方

について、 ユニッ ト 型個室の区分により 請求し て差し 支えない。  

ただし 、 本来処遇さ れるべき 場所以外の場所におけるサービス提供が

長期的に行われる こ と は適当ではないため、 適切なサービ スを 提供でき

る受け入れ先等の確保に努めるこ と 。  
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  ③ 被災地における施設基準の考え方について 

    被災地の介護保険施設が、 災害等やむを得ない事情により 要介護者を

入所又は入院さ せたこ と により 、 指定等基準、 基本施設サービス費及び

加算に係る施設基準を満たさ なく なっ た場合（ 被災前にこ れら を満たし

ていたと き に限る。 ） であっ ても 、 当面の間、 直ちに施設基準の変更の

届出を行う 必要はない。  

  ④ 被災地以外における施設基準の考え方について 

    被災地以外の介護保険施設が、 災害等やむを得ない事情により 要介護

者を入所又は入院さ せた場合にあっ ては、 指定等基準、 基本施設サービ

ス費及び加算に係る施設基準については、 当面の間、 被災地から 受け入

れた入所者又は入院患者を除いて算出するこ と ができ る。  

 

（ ※） 介護老人保健施設、 病院、 診療所及び介護医療院により 行われる（ 介護

予防） 短期入所療養介護を含み、 ①及び②については（ 介護予防） 短期入所

生活介護を含む。  
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令和６年能登半島地震に伴う 
介護サービス事業所の人員基準等の取扱いについて 

 

 

令和６年能登半島地震に伴う介護サービス事業所の人員基準等の取扱いにつ

いては、「令和６年能登半島地震による災害に係る介護報酬等の取扱いについて

（令和６年１月２日付事務連絡）」等において、柔軟な対応をお願いしていると

ころです。 

今般の令和６年能登半島地震に伴い、被災地に職員を派遣したことにより職

員が一時的に不足し、人員基準を満たすことができなくなるなどの場合があり

ます。この場合についても、介護報酬、人員、施設・設備及び運営基準などにつ

いては、柔軟な取扱いを可能としますので、管内市町村、サービス事業所等に周

知を図るようよろしくお願い致します。 

なお、要支援高齢者を介護保険施設で受け入れる場合には、介護予防短期入所

生活介護や介護予防短期入所療養介護を利用することが可能ですので、これま

で同様に活用ください。 

別紙４


